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１．エネルギーと気候変動、そして
カーボンニュートラルに向けて



0

100

200

300

400

500

1850 1900 1950 2000

P
ri

m
a

ry
 E

n
e

rg
y

 (
E

J
)

Biomass

Coal

Oil

Gas

Renewable

NuclearMicrochip

Steam
motor

Gasoline
tube

Commercial Nuclear

Television

aviation

engine

engine
Electric

Vacuum

energy

世界のエネルギー消費量の増大

出典）N. Nakicenovic
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累積排出量と気温上昇の関係

出典）IPCC AR5 統合報告書

【長期のビジョン】 累積排出量と気温上昇には線形に近い関係が見られる。CO2排出に対する気温

応答は減衰に非常に長い時間を要する。すなわち、いずれのレベルであろうとも、気温を安定化しよ
うとすれば、いずれはCO2の正味ゼロに近い排出が必要。長期的には正味でCO2排出をゼロに近づ
けていくことは重要（時間スケールの問題は残る）
【現実におけるとるべき方策】 一方、気候感度には大きな不確実性あり。長期でCO2正味ゼロ排出に
近づけていく過程は大きな排出経路の幅が存在し得る。総合的なリスクマネジメントが重要
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日本のカーボンニュートラルのイメージ（1/2）

海外再エネの利用（ グリーン水素系：水素、アンモニア、
e-methane, e-fuelsおよびバイオマス系の輸入）

余剰再エネの
水素製造等の利用

海外CO2貯留層の利用（燃焼前CO2回収）（ブルー水素（アン
モニア等含む）の輸入）

BECCS, DACCS 

植林, 鉱物化（ｺﾝｸﾘｰﾄへの
CO2吹込）, ﾌﾞﾙｰｶｰﾎﾞﾝ 等

CCS無し
化石燃料

脱炭素
エネルギー

残余の
化石燃料

化石＋CCS

再エネ

原子力

【海外資源の利用】

【国内の一次エネルギー供給】

省エネ、物質・サービスに体化されたエネルギーの低減
（DX, Society 5.0、サーキュラー経済含む）

CO2除去技術（CDR）

国内再エネ

再エネ拡大のため
の系統対策（含む蓄電池）

CCS付き化石燃料

原子力

海外CO2貯留層
の利用（燃焼後）

国内CO2貯留

【海外資源の利用】

オフセット

BECCS：バイオエネルギー＋CO2回収・貯留
DACCS：大気中CO2直接回収・貯留

✓ 正味ゼロ排出実現においても、省エ
ネは重要

✓ 残るエネルギーは、カーボンニュー
トラル実現のためには、原則、原子
力、再エネ、CO2回収・貯留（CCS）
の３つで構成することが必要

✓ 海外の再エネ、CCS活用手段とし
て、水素などの利用も重要

✓ CCS無しの化石燃料利用がある場
合には、負の排出技術でオフセット
が必要

出典）筆者作成



日本のカーボンニュートラルのイメージ（2/2）
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出典）総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会, 2020

✓ 電化は重要だが、すべてが電化で対応できるわけではないし、必ずしも費用対効果が高いわけでもない。
✓ 水素、合成液体燃料、合成メタン、バイオマス等の活用も重要。また、負の排出技術でのオフセット手段も
存在するので、全体システムでの費用対効果の高い対策を、時間軸も意識しながらとっていくべき。



COP28成果：グローバル・ストックテイク
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◼ IPCC報告書は、様々なモデル分析の調査の結果、世界全体のGHGが、遅くとも2025年まで
のピークアウト、2030年43%減（19年比）、2035年60%減（同）を達成する場合、オーバーシュ
ート無しもしくは小さいオーバーシュートで、1.5℃目標が達成される見込みがある、としている
ことを認識する。

◼ パリ協定の内容を踏まえ、各国それぞれ異なる国情、経路、アプローチを考慮し、各国ごとに
自ら決定した方法で、以下の世界的努力への貢献を要請する。

◼ 移行燃料は、エネルギー安全保障を確保しつつ、エネルギー移行を促進する役割を果たし得
ることを認識する。

a. 2030年までに再エネ容量を世界全体で3倍、エネルギー効率改善率を世界平均で年率2倍

b. 排出削減措置の無い石炭火力の段階的削減に向けた取り組みの加速

c. ゼロ・低炭素燃料を活用した、今世紀半ばか、それ以前のネットゼロ・エネルギーシステム構築加速

d. 科学に沿った形で2050年までにネットゼロを達成するため、2030年に向け行動を加速させ、公正で、
秩序ある、衡平な方法で、エネルギーシステムにおける化石燃料からの移行を図る（”Transitioning 

away from fossil fuels in energy systems, (…)”）

e. 再エネ、原子力、CCUSなどの削減・除去技術（特に削減が困難なセクターで重要）、低炭素水素製
造など、ゼロ・低排出技術の加速

f. 2030年までに、メタンなど二酸化炭素以外のGHG排出を大幅に削減

g. インフラの整備やZEV・低排出車の迅速な導入など、多様な道筋を通じ道路交通からの排出削減
を加速

h. エネルギー貧困や公正な移行に貢献しない非効率な化石燃料補助金を可能な限り早期廃止
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1.5℃（2050年 CN）と現状政策とのギャップ

出典）UNEP, Emissions Gap Report 2023

出典）IEA, World Energy Outlook 2023

UNEP見通し

IEA見通し

STEPS: 現状政策シナリオ（+2.4℃）
APS：Announced Pledges Scenario（+1.7℃）
NZE：Net Zero Emissions by 2050（+1.4℃）

✓ 現状では、1.5℃目標（2050年CN）と

の乖離は大きく、少なくとも世界全体
では2100年に+2～+2.5℃上昇程度
以下がせいぜいの水準と見られる。

✓ また、UNEP (2023)では、NDC

（Unconditional）低位が継続した場
合は、+2.9℃程度としている。

✓ COP28決定文書－グローバル・ストックテイク
「最新のNDCsが完全に実施された場合には
2.1～2.8℃の範囲の上昇」の見通し



２．カーボンニュートラルに向けた
対策技術の役割と課題



2.1．再生可能エネルギーの役割と課題



世界の再生可能エネルギーの動向
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出典）IRENA, Renewable Power Generation Costs in 2022

✓ 特に変動性再生可能エネルギー（太陽光、風力）
のコスト低減は大きく進展してきている。

✓ ただし、国間によって大きなコストの差異があり、
日本の価格は依然として高い。

✓ 海外再エネとのコスト差が残る可能性が高いた
め、海外の再エネを水素やe-methane、e-fuels

等として活用することが経済合理的となりやすい。

太陽光発電の
内外価格差

風力発電の
内外価格差出典）調達価格等

算定委員会, 2022



日本の再生可能エネルギー導入急拡大のひずみ
13

再エネの拡大は必須だが、国
内での導入規模は楽観視でき
ない。調和した拡大が必要

出典）調達価格等算定委員会



2.2．水素系エネルギーの役割と課題
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水素系エネルギー

✓ 水素系エネルギーも、製造方法、利用方法ともに複数の可能性がある。技術を特定し過ぎず、幅広
い選択肢を有して、市場競争を促すことが必要

✓ 他方、水素は新規インフラが必要な一方、合成燃料（e-fuels）や合成メタン（e-methane）は既存イ
ンフラの大部分は利用可能で、かつ混合率も調整しやすく、柔軟性を有する。

出典）日本政府、GX実現に向けた専門家ワーキンググループ資料（2023）



日本における水素系エネルギーのコスト構造
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出典）大槻、柴田、第9回メタネーション推進官民協議会 (2022)

✓ 水素系エネルギーでは、水素製造コストが大部分を占めている。
✓ 現状では、アンモニアがコスト優位、e-methaneも大差はない。いずれがコスト的に優位かは、利用先など
によると見られる。水素は、海上輸送が伴うと割高になりやすい。



2.3．運輸のカーボンニュートラル化
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自動車燃料のCN化オプション例

ICE HEV等 PHEV BEV
FCV/水素
エンジン車

合成
燃料 合成

燃料

電気
電気

水素

石油系
燃料

植林、BECCS、
DACCS等のCDR

によるオフセット

合成燃料
（e-fuels）
混合の場合

合成燃料
混合率の
上昇

電気の
CO2原
単位の
低下

電気

電気の
CO2原
単位の
低下

水素の
CO2原
単位の
低下

オフセット
量の低下

✓ カーボンニュートラル化には様々なオプションがある。
BEV（×電気のCO2原単位ゼロ）だけが解ではない。

✓ トランジションを含めて、費用効果の高い対応が重要

CO2

排出

排出
オフ
セット

合成燃料
（e-fuels）
混合の場合



国際航空の排出削減への取り組み動向
19

出典）経済産業省



３. モデルを用いたエネルギーシステム
分析



温暖化対策評価モデルDNE21+の概要
(Dynamic New Earth 21+)

 各種エネルギー・CO2削減技術のシステム的なコスト評価が可能なモデル

 線形計画モデル（エネルギーシステム総コスト最小化。決定変数：約1千万個、制約条件：約1千万本）

 モデル評価対象期間： 2000～2100年（代表時点：2005, 10, 15, 20, 25, 30, 40, 50, 70, 2100年）

 世界地域分割： 54 地域分割（米国、中国等は１国内を更に分割。計77地域分割）

 地域間輸送： 石炭、原油・各種石油製品、天然ガス・合成メタン、電力、エタノール、      

水素、CO2（ただしCO2は国外への移動は不可を標準ケースとしている）

 エネルギー供給（発電部門等）、CO2回収・利用・貯留技術（CCUS）を、ボトムアップ的に
（個別技術を積み上げて）モデル化

 エネルギー需要部門のうち、鉄鋼、セメント、紙パ、化学、アルミ、運輸、民生の一部に  

ついて、ボトムアップ的にモデル化。その他産業や民生においてCGSの明示的考慮

 国際海運、国際航空についても、ボトムアップ的にモデル化

 500程度の技術を具体的にモデル化、設備寿命も考慮

 それ以外はトップダウン的モデル化（長期価格弾性値を用いて省エネ効果を推定）

 モデル内でのコストは、実質価格で想定しており、1 USD=110円（2000-10年の平均値）を採用

• 地域別、部門別に技術の詳細な評価が可能。また、それらが整合的に評価可能
• 非CO2 GHGについては、別途、米EPAの技術・コストポテンシャル推計を基にしてRITEで開発したモデルを利用

・中期目標検討委員会およびタスクフォースにおける分析・評価
・国内排出量取引制度の検討における分析・評価、環境エネルギー技術革新計画における分析・評価
・第6次エネルギー基本計画策定時において基本政策分科会への2050年CN分析の提示はじめ、気候変動政策の
主要な政府検討において活用されてきた。またIPCCシナリオ分析にも貢献

21



RITEで策定の部門別トランジションロードマップ
22

◼ カーボンニュートラル実現の道筋（トランジショ
ン）は多種多様

◼ 国、部門により異なる

（実はCNの頂自体も多様：1.5℃ 2060-70年頃、
2℃ 今世紀末）

またCDR（負の排出削減技術）の貢献度合いに
も依る）

◆政府は、2021-22年度に、部門別トランジションロード
マップを策定

◆別途、RITEでは、世界全体で2℃、1.5℃と整合的で、
かつ国、部門の対策コストの違いを踏まえた、統合評
価モデルの一つDNE21+モデルによって定量的かつ
世界全体で整合性を有する部門別トランジションロード
マップを策定し、 最終的に2023年度版として2024年1

月24日に公表
https://www.rite.or.jp/system/latestanalysis/2024/01/FY2023sectorroadmap.html
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シナリオ想定（概略）

シナリオ名 気温上昇 政策のス
ピード#

CDR 再ｴﾈ, 

EV
政策の地
域差

他シナリオとの類似性

IPCC AR6 NGFS(2022) IEA

Disorderly 

Below 2 C

1.7～1.8℃
（ﾋﾟｰｸ：1.8℃、
2100年1.7℃）

遅
（2030年
NDC）

中 中位
進展

大（主要
先進国
2050年
CN）

Likely below 2 

C, NDC [C3b]

Disorderly: 

Delayed 

Transition

APS
(WEO

2022)

Orderly 

Below 2 C

1.7℃程度 早（2030年
NDC：全世
界MAC均
等化）

小 高位
進展*

小
（MAC均
等化）

Likely below 2 

C with 

immediate 

action [C3a]

Orderly: 

Below 2C

SDS
(WEO

2021)

Disorderly 

1.5 C

1.4℃
（ﾋﾟｰｸ：1.7℃、
2100年1.4℃）

遅
（2030年
NDC）

大 中位
進展

大（主要
先進国
2050年
CN）

1.5 C with high 

overshoot 

(IMP-Neg) [C2]

(Disorderly

: Divergent 

Net Zero)*

Orderly 1.5 

C

1.4℃
（ﾋﾟｰｸ：1.6℃、
2100年1.4℃）

早（2030年
NDC：全世
界MAC均
等化）

中 高位
進展*

中（主要
先進国
2050年
CN）

1.5 C with no 

or limited 

overshoot [C1]

Orderly: 

Net 

Zero2050

1.5C-

CO2_CN

1.5℃程度
（CO2パスから
の概略値）

早（2030年
NDC：全世
界MAC均
等化）

小
（部門別
Near-zero 

of CO2）

高位
進展*

中（主要
先進国
2050年
CN）

1.5 C with no 

or limited 

overshoot [C1]

NZE

✓ パリ協定2℃および1.5℃と整合的で、かつ、既存の国際機関等の排出パスとも整合的なシナリオを想定
✓ その中で、将来の技術進展の幅についてもある程度カバーし得るシナリオを想定

* 排出経路についてはOrderly 1.5 Cと近い# 2021年12月末までに提出されたNDCの2030年排出削減目標を反映
* バイオマス供給量について、持続可能性の制約が強いと仮定し、商用バイオマス可能量上限を世界全体で50 EJ/yrと想定
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24
運輸部門最終エネルギー消費：世界全体

✓ 2℃、1.5℃目標下では、運輸部門の石油消費量は漸減。ただし、Orderly 1.5℃シナリオの2050年で

も、現状の半分程度までの削減に留まり、相応の量の石油消費は残る。運輸部門の対策コストが相
対的に高いため、残余分は、CDRでオフセット

✓ 代替エネルギーである電力、バイオマス、水素、合成燃料（e-fuels）は拡大。
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運輸部門最終エネルギー消費（日本）

✓ 電化の促進が見られる。シナリオによってはバイオ燃料も拡大
✓ 2050年においても、Orderly 1.5Cを除いて、石油は一定程度残る。ただし、世界全体よりは、国内
でのCDR利用可能量が小さいことから、石油利用の抑制は大きい。

✓ 2040年頃からは2050年にかけて、水素、合成燃料等の利用が見られる。
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カーボン
ニュートラル（CO2）

2015年比
▲16%

石炭火力に
CCS導入

石炭火力+バイオマ
ス混焼にCCS導入

エネルギー寡消費産業
での省エネルギーなど

水素DRIの導入

小型トラックへの
BEV導入など

道路交通部門での
合成液体燃料利用

民生部門での
合成メタン利用

道路交通部門での
バイオ燃料利用

石油製品需要の減少
に伴う精製ロスの減少

石炭火力から
ガスCGSに転換

生コンCO2

微量吸収・
硬化促進

CO2吸収済コンク
リート製品(道路用)

ガスCGSによる
熱供給など

ガス火力にCCS導入

DACCS

水素・
アンモニア
発電

CCS

太陽光、
風力

プラグイン・
ハイブリッド車

ハイブリッド車

原子力

水素直接
還元製鉄
(DRI)

注１）本分析は、2021年度基本政策分科会提示の「参考値のケース」で用いた、技術想定の下での推計結果。原子力は１０％上限を想定した場合

注２）部門別・技術別の排出削減効果は、交差項の部門や対策、技術に割り当てる際の定義によって、部門・技術毎の削減効果の大きさは変化する。推計の削減
ポテンシャルは目安として理解されたい。

日本の2050年の部門別・技術別の排出削減ポテンシャル・コスト

各種省エネ

e-メタン

e-fuels

CN（GHG）
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カーボン
ニュートラル（CO2）

2015年比
▲21%

石炭火力に
CCS導入

石炭火力+バイオマス混焼、ガス
火力、バイオマス専焼にCCS導入

航空部門での合成
液体燃料利用

民生部門での
合成メタン、
水素利用

道路交通部門での
バイオ燃料利用

水素DRIの導入

石炭火力から
ガスCGSに転換

生コンCO2

微量吸収・
硬化促進

CO2吸収済コンク
リート製品(道路用)

ガスCGSによる
熱供給など

原子力

DACCS

水素・
アンモニア
発電

CCS

太陽光、
風力

プラグイン・
ハイブリッド車

ハイブリッド車

石油製品需要の
減少に伴う精製
ロスの減少

BEV

産業部門で
の水素、合
成メタン利用

日本の2050年の部門別・技術別の排出削減ポテンシャル・コスト
ー再エネ・蓄電池コスト低減加速、CCS・CDR利用制約ケースー

各種省エネ

e-メタン

CN（GHG）

水素直接
還元製鉄
(DRI)



４．GX政策・投資戦略の動向
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日本政府のGX実現に向けた方針

出典）政府資料(2023)



GX経済移行債による補助金と負担の関係
30

出典) 政府資料 (2022)

✓ GX経済移行債は、2024年
2月14日に初回入札（8000

億円規模）を実施



31

20兆円歳入のためのカーボンプライシング（エネ研試算）

出典）エネ研 清水、坂本(2023)

化石燃料賦課金

2040年：
1100～1900 円/tCO2程度

2040年：
6900～11000 円/tCO2程度

特定事業者（発電）負担金（GX-ETS

発電事業者オークション価格）
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GX分野別投資戦略：運輸関連
出典）政府資料(2023)
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GX分野別投資戦略：エネルギー関連
出典）政府資料(2023)
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GX経済移行債による投資促進策における支援見込額

出典）政府資料(2023)



５． まとめ



 カーボンニュートラル（CN、ネットゼロエミッション）早期実現の要請が強まっている。

 電力化率の向上と、低炭素、脱炭素電源化は、対策の重要な方向性。ただし、完全な
電化はなく、非電力の脱炭素化をどのようなエネルギーで実現するのかは重要な事項

 再エネの拡大が重要となる中、蓄電池、水素、アンモニアは重要なオプション。更に、
水素とCO2からのe-メタン、e-fuelsも重要なオプション。特に日本の場合、再エネ、
CCSともに、海外と比較してコスト高と見られるため、海外再エネ、海外CCS活用手段
として、水素系エネルギーはとりわけ重要性が高い。

 ネットゼロエミッションにおいては、化石燃料は一部利用しながらDACCS等のCDRで
排出をオフセットする方が、費用対効果が高い対策となる可能性も高い。海外での
CDRによる排出のオフセットを含めて、幅広いオプションを有しながら対応が必要

 現時点では、万能な技術はなく、「あらゆる選択肢を追求」することが必要（ただし、企
業は、全方位に賭けることはできず、強みを踏まえて選択も必要）

 ただし、現実の世界では、意欲的な1.5℃／2℃目標を標ぼうするものの、足下の世界
排出量は増大し続けており、また既に＋1.5℃に近接。更に分断されつつある世界の
中、現実には、より一層、世界での温室効果ガス排出削減は難しくなってきている。

 運輸部門は、他部門と比べて対策費が相対的に高い可能性有。GXのような炭素価格
戦略でも排出が減りにくく、炭素価格負担が大きくなる可能性有。GXの補助金との適
切な組み合わせによって、排出削減を進めていくことが必要

まとめ
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